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平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部
保健福祉部

家族 の ふ れ あ い推進事業費事 業 名

新 規環 境 企 画 課 千円2,500
予 算 額 3,000 新規・継続の別１１，５００ 千円 地域福祉・援護課 千円

一部継続児童保健福祉課 千円6,000

１ 趣 旨
核家族化の進展等により家族関係が希薄になってきたといわれる中、

事 業 内 容 「家族の大切さ」を再認識するとともに、家族のふれあいや対話の場を提供
し 「家族の絆」を深める機会を創出する。、

目的・対象
実 施 方 法 ２ 事業概要
そ の 他

事 業 名 内 容

○「心のふれあい便り」コンクールの実施
家族の心のふれあい便り事業 ○「家族ふれあい賞（仮称 」表彰）

だよ

○作品集の作成、広報 等

○ボランティア活動への参加促進の啓発
集まれ！家族でボランティア ○ボランティアに関する体験活動及び講座「 」

事業 等の開催
○ボランティアコーディネーターによる家
族のボランティア活動参加への支援

○インターネット環境家計簿 の構築システム
○環境家計簿を活用し、省エネの取組に対

エコファミリー推進事業 して「エコファミリー」として認定
○夏休みにおける親子の省エネの取組に対
して「エコ親子」として認定 等

保護者が小学生以下の児童とともに府立施
親子のふれあい推進事業 設を利用する際の利用料を減免

（対象：１２施設）

環境企画課地球環境対策推進室 075-414-4708
担当課・係名 地域福祉・援護課 地域福祉係 課･係直通電話番号 075-414-4559

児童保健福祉課 児童育成係 075-414-4582

保健福祉－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

介 護 保 険 制 度 推 進 費事 業 名

新規・継続の 継 続予 算 額 別１５，３６４，６１５千円

１ 趣 旨
介護保険制度の円滑な運営に向けた体制整備の支援に資する。

２ 事 業 概 要

事 項 内 容 事 業 費

14,627,000介 護 給 付 費 負 担 金 平成１５年度標準給付費見込額に係る公費負担
のうち府負担分12.5％

財政安定化基金積立金 380,000標準給付費見込額（⑮～⑰の３年平均）の0.1
％を基金に積立事業内容

認 定 審 査 会 等 運 営 費 48,800目 的 ・介護認定審査会の運営
・介護保険審査会の運営

対 象
介護支援専門員の養成をはじめ、介護認定審査

方法等 介 護 保 険 指 導 事 業 費 会委員、認定調査員、かかりつけ医などに対す 43,400
る研修及び事業者に対する指導等の実施

介護サービス評価支援事 利用者本位のより質の高い介護サービスの確保
業 と選択支援に資するため、評価システムの普及 22,000

・定着に向けた推進方策を検討、実施

16,315介護サービスレベルアッ 利用者がニーズにあった介護サービスを受ける
ための情報提供や介護サービスの質の向上を図プ支援事業費
るためのサービス事業者に対する指導等

低所得者の利用負担軽減措置 213,100介護保険制度円滑実施特
別対策事業費

ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽに係る軽 制度開始時にサービスを利用していた高齢者の利用者負担
減措置 を３％に軽減する ⑮７月～６％

障害者ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ利 障害者施策等でサービスを利用していた者の利用者負担を
用者に対する支援措置 ３％に軽減する

社会福祉法人による利 利用者負担を減免する（利用者負担1/2～免除）場合に助
用者負担減免措置 成する

山村振興等特別地域加 山村振興地域等で行われる訪問介護サービスに係る介護報
算に対する軽減措置 酬加算(15％相当加算)に対し､利用者負担を９％に軽減する

介護支援専門員活動支援 助言・指導・情報提供ができるケアマネジメン
事業費 トリーダーを養成・配置し、介護支援専門員に 11,000

対する支援機能を強化する

介護保険利用状況等調査 介護保険利用者等を対象としたアンケート調査 3,000
費 を実施

合 計 15,364,615

075-414-4578担当課・係名 高齢化対策課 介護保険室 介護保険管理係 課 ・係直通電話番号

保健福祉－２



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 老 人 福 祉 施 設 整 備 費 補 助 金

予 算 額 １，８９４，５００千円 継 続新規・継続の別

介護保険制度の円滑な運営に向け、必要なサービスが
提供できるよう特別養護老人ホーム等の整備を積極的に

趣 旨 支援するとともに、施設整備に伴う波及効果として、仕
事おこしの観点から、市町村との協働による雇用創出や
地域経済活性化の促進を図る。

事 業 内 容 整 備 計 画

▲

事 項 整 備 予 定 数
目 的
対 象 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム ５ か 所（定員３１０人）
方法等 〔うち増改築３か所（定員１６０人 〕）

ショートステイベット ５ か 所（定員 ８０人）
〔うち増改築３か所（定員 ４０人 〕）

デイサービスセンター ３ か 所

４ か 所グ ル ー プ ホ ー ム
（６ユニット定員 ５４人）

高齢者生活福祉センター （定員 １０人）１ か 所

実雇用人数 １４９人

▲

高 齢 化 対 策 課 施 設 係 075-414-4574担当課・係名 課・係直通電話番号

保健福祉－３



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

高 齢 者 地 域 活 性 化 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規３１，０００ 千円

１ 趣 旨

高齢者地域活性化推進計画を推進するため、高齢者が豊かな知識と経験を

活かし、自主的なグループ活動により、楽しくいきいきと行う仕事おこしや

健康づくり等の活動を支援する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

① 高齢者の自主的グル－プ活動支援

目 的 市町村が実施する「高齢者が地域の活動資源（遊休施設・空き店舗、Ì

対 象 人材等）を活かして、自主的活動により地域を元気にする取組」を支援

方 法 等

仕事おこし 健康づくり、仲間づくり

補 助 額 １，０００千円以内 ２００千円以内

補 助 期 間 １年（最長３年まで延長可）

負 担 区 分 府１／２、市町村１／２

補助対象経費 人件費、食糧費を除く活動経費

② 地域の支援体制確保

市町村、ＮＰＯ、商工会・商工会議所、保健所等による活動支援Ì

③ 情報・交流の中央拠点運営

（財）京都ＳＫＹセンターにおいて、情報の集約・発信、人材育成、Ì

交流会の開催等を実施

健 康 対 策 課 健康増進係 075-414-4725
課･係直通電話番号担当課・係名

高齢化対策課 長寿社会係 075-414-4568

保健福祉－４



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 シ ニ ア ピ ア モ デ ル 事 業 費

予 算 額 １１，０００千円 継 続新規・継続の別

社会福祉施設が、高齢者の有する豊富な経験や知識などを

活かすことのできる業務に高齢者を雇用する事業をモデル的
目 的

に実施することにより、入所者等の様々な福祉ニーズに対応

できる社会福祉施設づくりを進める。

入所者の相談などの業務に従事する６０歳以上の高齢者を
事業内容

事 業 内 容 新たに雇用した場合に助成を行う。

目 的 事業主体 社会福祉施設

対 象

方法等 雇用施設 ２０施設（予定）

補助単価 ５，５００円／人・日

雇用日数 原則１００日以内

補 助 率 府１０／１０

実施期間 平成１４年度～１６年度

実雇用人数 ２０人備 考

高 齢 化 対 策 課 長 寿 社 会 係 075-414-4568担当課・係名 課・係直通電話番号

保健福祉－５



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

母 子 家 庭 等 支 援 対 策 事 業 費事 業 名

３０，１７６ 千 円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨 母子家庭の母等に対し、安定した収入をもって自立した生

活が送ることができるよう就労・生活支援を行う。

２ 事業概要

事 業 内 容

目的・対象 区 分 事 業 内 容

実 施 方 法

そ の 他 母子家庭等の母等の自立支援に向けた就業

母子家庭等就労支援 サービス提供センターの設置

センター事業 ＜センターの機能＞

・就労相談 ・職業紹介 ・資格取得講習会等

就業促進を図るため、職業能力開発を目的と

職業技能訓練給付金 する就学支援のための給付金を支給

支給事業 ① 自立支援訓練給付金

・対象 府指定教育訓練講座修了者

② 母子家庭高等職業訓練費

・対象 の資格取得養成校就学者修学期間２年以上

ひとり親家庭日常生活 家庭支援等のサービスが必要な場合における

支援事業 家庭生活支援員の派遣等

ひとり親生活支援・ 生活支援講座の開設、各種生活相談の実施、

相談事業 情報交換や相談の場の提供等

担当課・係名 児童保健福祉課 母子福祉係 課・係直通電話番号 075-414-4727

保健福祉－６



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

乳幼児医療給付事業助成費事 業 名

１，０９３，４９０千円 継 続予 算 額 新規・継続の

１ 目 的

次代を担う乳幼児の健全な育成を図り、乳幼児の健康の保持・増
進と健康面での保護者の育児についての不安や悩みの軽減を図るた
め、市町村が実施する乳幼児医療給付事業に対して助成する。

特に、少子化が急速に進む中、子どもを生み育てやすい環境をよ
り一層促進するため、制度拡充を図る。

事 業 内 容 ２ 拡 充 内 容

区 分 入 院 通 院
目 的

対 象 対象年齢 小学校就学前まで ３歳から小学校就学前まで

方法等
【一部負担金】 【助成額】一部負担金

月２００円 自己負担額が８千円/月を超えた額・

（償還払）助 成 額

制度開始 平成１５年９月診療分～

<参 考>

現 行 制 度

▲

制度区分 府 制 度

対 象 者 ３歳未満の乳幼児

な し所 得 制 限

な し給 付 制 限

月２００円（入院、通院とも）一部負担金

高 齢 化 対 策 課 医 療 係 075-414-4576担当課・係名 課 ・ 係

直通電話番号

保健福祉－７



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

不 妊 治 療 給 付 事 業 助 成 費事 業 名

４８，０００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

不妊治療を受けている者に対して、その不妊治療に要する費用の一部を

助成することにより、経済的負担の軽減を図る。

２ 事業内容

事 業 内 容

区 分 内 容

目的・対象

実 施 方 法 対 象 者 府内市町村に住所を有し、不妊治療を受けている者

そ の 他

補助内容 不妊治療に要する保険診療費被保険者負担額の

１／２（年３万円を限度）

負担割合 府 １／２ 市町村 １／２

（ 京都市の場合は 府 45/100 京都市 55/100 ）

実施主体 市 町 村

担当課・係名 児童保健福祉課 母子保健係 庁内電話番号 075-414-4727

保健福祉－８



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

小児救急医療体制調査研究事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別１，０００ 千円

１ 趣 旨

小児救急医療体制の充実を図るには、開業医の協力を含めた小児科医の
確保など、地域の医療資源を効率的かつ有機的に結び付けることが不可欠
であるため、小児救急の実態を把握した上で、その具体的なあり方を検討
し、各地域の実態に即した効率的・効果的な小児救急医療体制の整備・構
築を図る。

事 業 内 容 ２ 事業概要

目 的 実 施 方 法 京都府医師会へ委託
対 象
方 法 等 ① 現状把握調査

医療機関別診療体制、患者受入状況等の調査
事 業 内 容 ② 小児救急医療体制調査研究検討会

上記調査結果を踏まえ医療圏ごとに現状と課題を考
察し、具体的方策のあり方を検討・とりまとめ

事業実施期間 平成１５年度～１６年度（２箇年）

担当課・係名 医療・国保課 地域医療係 課・係直通電話番号 075-414-474

保健福祉－９



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

児 童 虐 待 防 止 対 策 推 進 事 業 費事 業 名

２２，８００ 千 円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨 急増する児童虐待に適切に対応するため、虐待の予防、潜

在事例の発見・通報、再発防止等の対応強化を図る。

２ 事業概要
事 業 内 容

区 分 事 業 内 容

目的・対象 京都府虐待防止ネット 京都府虐待防止ネットワーク会議の運営及び

実 施 方 法 ワーク事業 京都府ホームページを活用した情報システムの

そ の 他 構築

市町村ネットワーク 市町村虐待防止協議会（仮称）の設置、運営

運営助成 に対する助成（⑭１０市町→⑮１５市町）

児童虐待対応協力員 府内全児童相談所に対応協力員を配置し、体

配置 制強化を図る

保護者カウンセリング 宇治児童相談所に精神科医を配置し、保護者

事業 に対するカウンセリングを実施

乳幼児健診時の育児 心理カウンセラーの育児不安等に対する心理

不安相談等 相談、保育士等による集団指導の実施に対する

助成

担当課・係名 児童保健福祉課 母子保健係 課･係直通電話番号 075-414-4727

保健福祉－１０



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

放 課 後 児 童 健 全 育 成 事 業 費事 業 名

２４１，６９１ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨 子育て支援の一環として、昼間保護者のいない家庭の児童

の健全育成を図り、子育てと仕事の両立支援を推進する。

２ 事業概要

事 業 内 容

区 分 事業内容 対象規模 備 考対象クラブ数

放課後児童健全 放課後児童クラブ 人以上 １６８ ⑭１５９クラブ２０

目的・対象 育成事業 への運営助成

実 施 方 法

そ の 他 小規模クラブ ～ 人 ８ ⑭ １４クラブ１０ １９

障害児放課後健 障害児の常時受入 障害児 １６ ⑭ ４クラブ

４人 ２人以上全育成事業 クラブへの加算 →

（⑮～要件緩和）

土曜日開設放課 土曜日に開設する 土曜日 １１７ ⑭１１１クラブ

後児童クラブ運 放課後児童クラブ 開 設

営助成 への運営助成

放課後児童等 民営放課後児童クラブ等職員の健康診断に要する経費へ

安全・衛生対策 の助成（⑮対象見込：５２人）

備 考 負担割合：国１／３、府１／３、市町村 １／３

担当課・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課･係直通電話番号 075-414-4582

保健福祉－１１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

子育てバリアフリー化推進事業費事 業 名

１１，３００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

事 業 内 容 公共施設等への託児室や授乳コーナーの設置等、市町村に

趣 旨 おける子育てバリアフリー化の取り組みを推進し、子育て支

目的・対象 援体制の強化を図る。

実 施 方 法

そ の 他 下記のメニュー事業から実施

事業内容 １ 子育てバリアフリー推進事業

・子育てバリアフリー基本計画の策定

・子育てバリアフリー化事業の実施

（ ）公共施設に託児室､授乳ｺｰﾅｰ､ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ､ﾍﾞﾋﾞｰﾁｪｱｰ等設置

２ 子育てバリアフリー化マップの作成

３ 子育て支援等ニーズ調査事業 など

実施主体 市 町 村

予定箇所 ２箇所

負担割合 国 １／２、市町村 １／２

担当課・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課･係直通電話番号 075-414-4582

保健福祉－１２



平成１５度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

保 育 所 等 整 備 費 補 助 金事 業 名

３５７，７３４ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 保育所整備

児童福祉法に基づく保育所の整備に助成し、地域の保育需要

趣 旨 に応えるとともに、保育所の待機児童ゼロ作戦を推進し、児童

福祉の一層の向上を図る。

事 業 内 容 創 設 増改築 大規模修繕 計

公 立 － ２箇所 ３箇所 ５箇所

整備計画

目的・対象 民 間 － ２箇所 － ２箇所

実 施 方 法

そ の 他 計 － ４箇所 ３箇所 ７箇所

２ 放課後児童クラブ整備

地域における子育て支援のため放課後児童クラブの施設整備

趣 旨 に助成し、児童の健全な育成を図ることにより、児童福祉の一

層の向上を図る。

整備計画 新 設 ３箇所

担当課・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課･係直通電話番号 075-414-4582

保健福祉－１３



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

児 童 養 護 施 設 整 備 費 補 助 金事 業 名

４４２，４８９ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

児童虐待や家庭崩壊の深刻化が進む中、府南部地域

趣 旨 に乳児院、児童養護施設を設置し、児童の健やかな育

成を支援する。

事 業 内 容 予 定 地 精 華 町

施

目的・対象 児童養護施設 （定員６０名）

実 施 方 法 機 能 乳 児 院 （定員２０名）

そ の 他 設 用居室、心理療法室、地域交流スペース等ショートステイ

整備時期 平成１５年６月～１６年３月(１６年４月開設予定)

概

構 造 鉄筋コンクリート造２階建

延床面積 約３，０００㎡

要

運 営 新設社会福祉法人（ 計画者 稲 盛 和 夫 ）

負 担 区 分 国１／２、府１／４、設置者１／４

担当課・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課･係直通電話番号 075-414-4582

保健福祉－１４



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

障 害 者 支 援 費 制 度 推 進 費事 業 名

新 規
予 算 額 新規・継続の別１，０４４，４９７千円

一部継続

１ 趣 旨
平成１５年度から始まる障害者支援費制度を円滑に施行するため、各種サービス提供に必要な

経費を確保するとともに、府独自に市町村が行う各種利用者支援策や事務の円滑化等に対し助成

する。

２ 事業概要
事 項 内 容 事 業 費

事 業 内 容 施設ｻ ｰ ﾋﾞ ｽ支援事業費 身体・知的障害者施設の入・通所者に対する処遇 507,131

等、施設ｻｰﾋﾞｽの支援に要する経費

居宅ｻ ｰ ﾋﾞ ｽ支援事業費 ﾎｰﾑﾍﾙﾌ゚ ｻｰﾋ゙ ｽ事業、ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業、短期入所（ｼｮ 393,438

目 的 ｰﾄｽﾃｲ）事業等、居宅ｻｰﾋﾞｽの支援に要する経費

対 象 重度障害者等ｻｰﾋﾞｽ利用 重度・重複障害者等が支援費制度ｻｰﾋﾞｽを適正か

方 法 等 支援事業費 つ円滑に利用するための府独自加算措置 30,892

（府独自施策）

市町村生活相談特別支援 市町村障害者支援センターを活用した障害者から

事業費 の相談、事業者選定・サービス利用確認等きめ細 17,500

（府独自施策） かな支援を行う人材の育成等

心身障害児(者)地域療育等 障害児(者)地域療育等支援施設において、障害児 80,136

支援事業費 (者)の身近な地域での療育指導、相談等の実施

障害者ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制支援 障害者の地域生活支援の充実を図るため、ｹｱﾏﾈｼﾞ

事業費 ﾒﾝﾄ手法を実践できる人材の養成及び相談支援機 10,000

関相互のネットワーク構築

市町村職員研修、指定居宅支援事業者指導、障害

支援費制度円滑推進費 者福祉ｻｰﾋﾞｽに係る情報提供等、市町村、障害 5,400

者、事業者に対する支援事業の実施

合 計 1,044,497

障 害 者 保 健 福 祉 課 更 生 係 075-414-4598担当課･係名 課･係直通電話番号
障 害 者 保 健 福 祉 課 育 成 係 075-414-4603

保健福祉－１５



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

障害者就職促進モデル事業費事 業 名

１０，５９０千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

障害者（身体・知的・精神）授産施設の入所者が、施設外授産指導員の支援の下、

モデル的に一般企業で企業実習を行うことにより、障害者の一般就労の促進を図る。

２ 事業概要

① 企業等に派遣する入所者を指導する「施設外授産指導員」

を授産施設に配置

・一般企業での企業実習を行う際、作業指導等の支援

事 業 内 容 内 容 ・企業等との連携 等

② 事業の円滑実施を図るために関係者で構成する事業推進委

目 的 員会を設置

対 象 ・就職支援の検討

方 法 等 ・関係機関との連携

実 施 方 法 ３障害（身体、知的、精神）各１箇所の授産施設で実施

雇用見込人数 実 雇 用 ６人

負 担 割 合 国１／２、府１／２

担当課・係名 障害者保健福祉課 社 会 参 加 係 課･係直通電話番 075-414-4603

保健福祉－１６



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

共同作業所等技能向上支援事業費事 業 名

２５，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

職能技術者の再就職先が決定するまでの間、当該職能技術者を活用し、授産施設や

共同作業所に通所又は入所している障害者を対象にした技能訓練を行うことにより、

失業中の職能技術者の雇用支援を図るとともに、共同作業所等に通所・入所している

障害者の技術力向上及び授産製品の質の向上を図る。

２ 事 業 概 要

事 業 内 容

職能技術者の再就職先が決定するまでの間、当該職能技術者を

目 的 事 業 内 容 活用し、授産施設や共同作業所に通所・入所している障害者を対

対 象 象にした技能訓練を行う。

方 法 等

実 施 方 法 共同作業所等への委託

身体障害者授産施設

対 象 施 設 知的障害者授産施設

精神障害者授産施設

共同作業所等

対象技能種別 木工、縫製、染色、製陶、食品等

雇用予定期間 原則５０日以内

雇用見込人数 実 雇 用 ７３人

担当課・係名 障害者保健福祉課 社 会 参 加 係 課･係直通電話番 075-414-4603

保健福祉－１７



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

授産製品販売促進特別対策事業費事 業 名

３，０００千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

京都授産振興センターでは、授産製品の販売拡大・普及に努めてきたが、近年の不

況の影響で販売額が大きく落ち込み、共同作業所等会員施設の運営も苦しい状況にあ

る。授産製品の販路拡大及び会員施設の運営改善に支援するため、営業職員１名の配

置等に助成する。

２ 事 業 概 要

事 業 内 容

事 業 内 容 授産製品の販路拡大、販売促進のための特別対策を実施するた

目 的 めの営業職員の雇用及び活動経費等に助成する

対 象

方 法 等 事 業 期 間 ３カ年

採 用 す る 者 民間企業等における営業等の業務経験を有する者

通販会社への授産製品の取扱要請

デパート、スーパー等での授産製品の取扱要請

業 務 内 容 葬儀社及びブライダルコーナーへの授産製品カタログの配置

オリジナル製品の開発調整

大量受注に応えられる体制の整備

アンテナショップの開催 等

※ 府市協調事業（府１／２ 市１／２）

担当課・係名 障害者保健福祉課 社 会 参 加 係 課･係直通電話番号 075-414-4603

保健福祉－１８



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

重症心身障害者通所援護事業費事 業 名

５３，８８０千円 継続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

養護学校卒業後の在宅重症心身障害者にデイサービスの機会を設け、必要な療育・

介護を行うとともに、保護者の介護負担の軽減を図るため、重症心身障害者通所援護

施設に対する運営助成を行い、在宅重症心身障害者の福祉の向上に資する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

対 象 者 在宅の重症心身障害者（重度知的障害＋重度肢体不自由）

目 的

対 象 実施方法等 民家､アパート等に指導員を配置し､指導･訓練等の必要な療育を行う。

方 法 等

１人当たり基本分

▲

⇒ １３０，０００円補助基準額 月 額 １２０，０００円（⑭）

１施設当たり定額分 年 額 ８００，０００円

▲

補 助 率 府 １／２

実施箇所数 ６ 箇 所（⑭７箇所）

担当課・係名 障害者保健福祉課 育 成 係 課･係直通電話番号 075-414-4601

保健福祉－１９



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

身体障害者補助犬育成事業費事 業 名

３，０００千円 新規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

平成14年10月から身体障害者補助犬法が施行されたことに伴い、重度身体障害者

の自立及び社会参加の促進を図るため、身体障害者補助犬の育成及び使用訓練を

行う事業に対して助成を行う。

２ 事業概要事 業 内 容

内 容 身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）が府内の重度身体障害

目 的 者に貸与される場合、その育成に要する経費を育成団体に対して助成

対 象

方 法 等 補助基準額 １頭あたり １５０万円

補 助 率 国 １／２ 府 １／２

備 考 平成１５年度貸与見込み頭数 ２頭

担当課・係名 障害者保健福祉課 更 生 係 課･係直通電話番号 075-414-4598

保健福祉－２０



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

知的障害者援護施設整備費補助金事 業 名

１３０，５２４千円 新規予 算 額 新規・継続の別

社会福祉法人が行う知的障害者援護施設整備事業に対する国

趣 旨 の制度補助に加え、府独自の加算措置を講じることにより、施

設整備の促進を図る。

事業種別 施設種別（定員） 箇所数 所 在 地 備 考

事 業 内 容 整

備 新 設 通 所 授 産 施 設 1箇所 久美浜町

目 的 計 （定員３０人） 平成15年度

対 象 画 単年度事業

方 法 等 新 設 小規模通所授産施設 1箇所 宇治田原町

（定員１９人）

雇用見込人数 実 雇 用 １０人

単 費 加 算 制 度

▲

◆ 施 設 種 別 補 助 内 容

通 所 授 産 施 設 国庫補助基準額×20％

障害者保健福祉課 育 成 係 075-414-4601
担当課・係名 課･係直通電話番号

障害者保健福祉課 社 会 参 加 係 075-414-4603

保健福祉－２１



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

精神障害者社会復帰施設整備費補助金事 業 名

４８，０００千円 新規予 算 額 新規・継続の別

社会福祉法人等が行う精神障害者社会復帰施設

趣 旨 整備事業に対して補助を行い、もって精神障害者

福祉の向上を図る。

事業種別 施設種別（定員） 箇所数 所在地 備 考

事 業 内 容 整

備 新 設 1箇所 久美浜町 単年度事業

目 的 計 小規模通所授産施設

対 象 画

方 法 等 増 築 （定員１９人) 1箇所 網 野 町 単年度事業

負 担 割 合 国１／２ 府１／４ 設置主体１／４

担当課・係名 障害者保健福祉課 社 会 参 加 係 課･係直通電話番号 075-414-4603

保健福祉－２２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

こども発達支援センター整備費事 業 名

３７２，７４７千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

府立向日が丘療育園の施設老朽化・狭隘化に対応するとともに、府域の障害児

療育事業を充実するため、府全域の障害児療育の拠点として、こども発達支援セ

ンターを整備する。

２ 整備概要

整 備 場 所 京田辺市田辺茂ケ谷「元洛南寮跡地」

整 備 期 間 平成１４年度～１５年度

（開設時期） （平成１５年１０月１日（予定））

施 設 機 能 内 容

事 業 内 容

知的障害児通園施設 (定員30名) 自閉症児等広汎性発達療育訓練部門
目 的 肢体不自由児通園施設 (定員30名) 障害児へ重点対応

対 象 重症心身障害児(者)通園施設(定員 5名)

方 法 等

診療・検査 、医学的相談、保護者相談、相 談 ・ 検 査 部 門

（診療所） 保護者指導 市町村等が実施する療

育事業を通じて、府全

市町村事業等に対する専門職員の派遣 域の障害児療育を支援地 域 療 育 支 援 部 門
市町村関係職員等への研修

備 考 同センターの管理運営に要する経費 １５８，３０４千円

担当課・係名 障 害 者 保 健 福 祉 課 庶 務 係 課･係直通電話番号 075-414-4596

保健福祉－２３



平成１５度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

府民健康づくり運動推進事業費事 業 名

新 規 ・
１２，０００千円 継続予 算 額

継 続 の 別

１ 趣 旨

「健康日本２１」の地方計画として平成１２年度に策定した「きょうと健や

か２１（総合的な府民の健康づくり指針）」をもとに、府民の自主的な健康づ

くり運動を推進し､府民の健康の保持・増進に努めることにより､『健康寿命』

の延伸を図る。

２ 事業概要

事 業 内 容

事 業 名 事 業 内 容

目 的 ① きょうと健やか２１推進府民会議の運営

対 象 「きょうと健やか２１」 関係団体等が参画する府民会議を開催し、

方 法 等 府民運動の推進 実践目標の達成に向け、健康づくり運動を効

果的に推進する。

② 健康づくり実践支援事業の実施

・健康スタンプラリー

・健康川柳コンテスト

・地域府民会議活動による府民運動活性事業

運動推進に向けて、早急に対策が必要と思わ

課 題 解 決 事 業 れる「喫煙対策」及び食生活改善に向けた「食

生活環境づくり」について、関係団体との連携

による事業を実施する。

平成１６年度に予定している中間評価調査に

「きょうと健やか２１」 向け、調査方法・項目等について検討を行う。

中間評価調査検討会

担当課・係名 健康対策課 健康増進係 課･係直通電話番 075-414-4724

保健福祉－２４



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

国民健康保険事業助成費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続・一部新規４，５３６，０００ 千円

１ 趣 旨

保険者が実施する低所得者の保険料軽減制度等に対し助成する

ことにより、国民健康保険事業の健全な運営を確保する。

（単位：千円）２ 事業内容

事 業 内 容 予 算 額 説 明

事 業 内 容
低所得者の保険料（税）軽減制度

保 険 基 盤 安 定 事 業 ２,０８４,０００
に対する助成

目 的
中間所得者層の保険料（税）の負担

対 象 保 険 者 支 援 事 業 ５６０,０００
軽減を図る制度に対する助成（新規）方 法 等
市町村が行う高額医療費に対する

高額医療費共同事業 １,１２８,０００
相互支援への助成（充実）

保険者が国保事業の健全な財政を
府 独 自 措 置 分 ７４３,３００ 維持し、円滑・適正な運営を図る

ために行う事業に対する支援

計 ４,５１５,３００

※助成先 市町村、国民健康保険組合等

担当課・係名 医療・国保課 国保指導係 課・係直通電話番号 075-414-4614

保健福祉－２５



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

国民健康保険広域化等支援基金積立金事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別２２３，０００ 千円

１ 趣 旨

市町村国民健康保険の広域化や市町村合併の際の保険料平準化等を無

利子貸付等により支援するための基金を創設し、国民健康保険財政の広

域化等を推進し、市町村国民健康保険の運営の安定化を図る。

２ 事業概要

（１）保険財政広域化支援事業

① 市町村国民健康保険の広域化や市町村合併に際し、保険料の平準事 業 内 容
化を支援するため、基金より無利子貸付を行う。

② 市町村国民健康保険の広域化や市町村合併に際し、広域化に伴う
事務経費及び広報啓発事業等の立ち上げに必要な経費を基金運用益目 的
の範囲内において交付する。

対 象

（２）保険財政自立支援事業方 法 等

国民健康保険特別会計において赤字が見込まれる場合、その赤字の
補填に一時的に必要な資金について、基金より無利子貸付を行う。

担当課・係名 医療・国保課 国保指導係 課・係直通電話番号 075-414-4614

保健福祉－２６



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

医療施設近代化整備費等補助金事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別３７７，３３１ 千円

１ 趣 旨

療養病床（療養型病床群含む）の整備及び患者の療養環境、医療従事者

の職場環境等の改善等のための施設整備に対し、国の補助制度を活用し助

成することにより、介護保険制度の基盤促進及び医療施設の近代化、地域

医療の確保を図る。

２ 事業内容

（１）医療施設近代化施設整備事業等

事 業 内 容

事業内容 病棟の増築、改修等への補助

目 的 （国１／３、府１／６（府単独上乗せ）

対 象

方 法 等 療 養 型 病 床 ３施設 ２２１床

整備内容

( ･ ) ３施設 ６００床その他 一般 精神病床等

※ 療養型病床…

長期にわたり療育を必要とする患者のための病床
趣 旨 特別養護老人ホーム・老人保健施設とともに介護保険制度

上の入所施設として運営可

構 造 病室面積や廊下幅は一般病床より広く、機能訓練室や談話室
等を設置。

担当課・係名 医療・国保課 地域医療係 課・係直通電話番号 075-414-4744

保健福祉－２７



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

自 治 体 立 病 院 施 設 整 備 費 補 助 金事 業 名

継続
予 算 額 新規・継続の別３３３，４６０ 千円 一部新規

１ 趣 旨

自治体立の医療機関が行う施設・設備等の整備事業に対して助成を行う

ことにより、府域における医療供給体制の整備を促進し、政策医療の確保

を図る。

２ 事業内容

（単位：千円）

事 業 内 容

対象医療施設 公立南丹病院 亀岡市立病院 福知山市民病院

目 的

対 象 対 象 事 業 医 療 施 設 医 療 施 設 医 療 施 設

方 法 等 施設設備整備費 施設設備整備費 施設設備整備費

整 備 内 容 新病棟整備によ 新病院整備によ 全面建替整備に

る増床等 る急性期医療の よる増床等

提供等

補 助 額 １１６，４９５ １４４，０９７ ７２，８６８

備 考 継 続 継 続 新 規

３ 実雇用人数

１６０人

担当課・係名 医療・国保課 地域医療係 課・係直通電話番号 075-414-4744

保健福祉－２８



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

医 療 安 全 対 策 推 進 事 業 費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別３，０００ 千円

１ 趣 旨

医療に関する事故や事件等が多発する中で、医療の安全性や信頼性の

向上・確保のため、府民を対象とした各種医療情報の提供・相談体制の

充実を図るとともに、医療に対する危機管理体制を強化し、府民の安心

・安全を確保する。

２ 事業概要事 業 内 容

目 的 相談体制の充実 相談専門職員（看護師等）を配置し、電

対 象 話等による相談の実施

方 法 等

情報提供の充実 医療機関情報など医療関連情報を電話相

談やホームページ等により提供

３ そ の 他

危機管理体制の整備

▲

「安心・安全対策チーム」を創設し、緊急時の対応を含め府民の安
心・安全を確保できる医療機関への指導監督体制を整備

担当課・係名 医療・国保課 医務係 課・係直通電話番号 075-414-4746

保健福祉－２９



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

食 の 安 心 ・ 安 全 確 保 事 業 費事 業 名

予 算 額 １１，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 目 的
食品の表示違反問題や残留農薬問題、ダイエット食品による健康被害

の発生など、消費者の食品に対する不安・不信が高まっている中、府民
に「食」に関する正しい情報を迅速に提供するとともに、新たに「食の

みはり番」を設置し、食品の監視・指導体制を強化することにより、消
、「 」 。費者の不安・不信を解消するとともに 食の安心・安全 を確保する

２ 事 業 概 要

区 分 事 業 内 容

消費者の視点に立った食品の安全確保の推進

▲

食の総合ホーム 「食」の安心・安全についての情報をスピーディに
ページの開設 分かりやすく府民に提供する食の総合ホームページ

『京の食“安全かわら版 』(仮称)を開設”
事 業 内 容

『食の安心･安全 消費者、生産者、食品業者、学識経験者、行政機関
懇話会』の開催 など、関係者が共に食の安全について考え、意見･情報

交換を行うことにより、食の安全に関する認識、相互目 的
理解を深めるとともに、今後の取組施策に反映対 象

方法等
食品の安全管理及び監視体制の強化

▲

食のみはり番 食品店舗を巡回し、食中毒予防啓発や食品の誤表示『 』
の創設 の防止、衛生管理に関する助言・相談などを行うとと

もに消費者からの食に関する相談に応じる食品衛生推
進員『食のみはり番』を設置

検査機能の強化 健康食品による健康被害の発生など、従来想定して
いなかった食品事故に対応するため、新たに食品検査
機器(液体クロマトグラフ質量分析計)を導入し、検査
機能を強化

<参 考>
緊急時の対応、危機管理体制の整備

▲

食の安心・安全確保の推進と食品事件・事故等への
庁内連絡会議の設置 迅速な対応を図るため、関係部局からなる庁内連絡会

議を設置

生活衛生課 食品衛生係 075-414-4759担当課･係名 課・係直通電話番号

保健福祉－３０



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

安心な医薬品供給対策事業費事 業 名

予 算 額 千円 新 規２，５００ 新規・継続の別

１ 趣 旨

昨年、いわゆるダイエット用健康食品による死亡を含む健康被害が全

国的に発生し、その製品から医薬品成分が検出されたところであり、ま

、 、た 承認外成分を含有した医薬品が製造販売される事例も発生するなど

医薬品の安心確保が重要な課題となっている。

このため、未承認医薬品(健康食品)等の検査や取締りを強化し、健康

被害発生を未然に防止するとともに、不良医薬品の流通防止を図り、府

民に安心な医薬品を供給するものである。

事 業 内 容 ２ 事業概要

目 的 事 項 事 業 内 容

対 象

方 法 等 未承認医薬品（疑） ○ インターネット等広告監視の強化

取締事業 ○ 試買・収去検査の実施

○ 販売業者への指導・立入検査の強化

不良医薬品流通防止 ○ 府内医薬品製造業・輸入販売業者製品の収

事業 去検査の実施

府民への情報提供 ○ 広告違反事例等パンフレットの作成

○ ホームページによる情報提供

担当課・係名 薬 務 課 製薬係・指導係 075-414-4790課・係直通電話番号

保健福祉－３１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

与 謝 の 海 病 院 施 設 整 備 費事 業 名

継続予 算 額 新規・継続の別１６０，０００千円

１ 趣 旨

入院機能を拡充するため一般病床（３６床）の増床を行うととも

に、第２種感染症指定医療機関として、感染症病床（４床）の院内

への移転整備を併せて行う。

加えて、施設の拡充による雇用の場の確保を図る。

２ 事業概要

区 分 現 状 整 備 完成後 備 考

事 業 内 容 一 般 病 床 ２４０床 ３６床 ２７６床 増 床

結 核 病 床 １５床 １５床

感染症病床 ４床 ４床 移 転

計 ２５９床 ３６床 ２９５床

３ 事 業 費目 的

対 象

施設費 １６０，０００千円方法等

４ スケジュール

平成１４年度 調査設計

平成１５年度 改修工事

平成１６年度 新病棟運用開始

５ 実雇用人数

８人

担当課・係名 医療・国保課 府立病院係 課・係直通電話番号 075-414-4743

保健福祉－３２


